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「自民党」安保調査会による提言2 

• 「見直し」への言及はないが、「堅持」を提言してもいない 

• 「もっと高次の判断、議論をすべきだ」（安保調査会・大野幹事長）3 

 

「日本維新の会」安保調査会による提言4 

① SLCM-N と「持ち込ませず」をめぐって 

• 米国が開発中（2032 年に限定的な運用配備を目標）の海洋発射型核巡航ミサイル（sea-

launched nuclear-armed cruise missile: SLCM-N）は、①西太平洋地域における戦域核

戦力のギャップを埋める、②同盟国への拡大核抑止の保証（assurance）につながる 

• 岡田答弁の立場は「意思決定を先送りにしているとも言え、より責任ある対応」が必要 

• SLCM-N は、日本にも寄港している攻撃型原子力潜水艦に配備される可能性が高い。

米国の「肯定も否定もしない（NCND）」政策を考えると、寄港のたびに核搭載の有無

を確認することは現実的ではなく、攻撃原潜の通常任務も阻害しかねない。寄港の拒否

は、日米同盟を大きく揺るがす。 

＞米国と協議・調整し、「持ち込ませず」の「現実的検討」が必要＝「2032 年問題」 

• 非核三原則の見直しは首相の持論でもあり、維新幹部は「提言で高めの球を投げるよう

に官邸から言われていた」（朝日新聞、6 月 19 日）5 

 

 

①に関する論点 

1. SLCM-N は日本の安全保障や地域の平和・安定にプラスになるのか6 

 
1 浅野英男（あさの・ひでお）。核兵器をなくす日本キャンペーン・コーディネーター。 

2 https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/213453_1.pdf 

3 https://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=160965&query=y 

4 https://o-ishin.jp/news/2026/images/e72e644b904e5e593444322ca613dee901afb7ea.pdf 

5 https://digital.asahi.com/articles/ASV6M3GD1V6MUTFK00DM.html 

6 Hideo Asano, “The SLCM-N and Japan’s Three Non-Nuclear Principles,” Asia-Pacific Leadership Network, 

August 2025, p.12-14, https://cms.apln.network/wp-content/uploads/2025/08/Asano-PB-SLCM-
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・周辺国の核増強を促す（例えば、中国による同様の低出力核の開発を後押しする） 

・通常兵器の巡航ミサイル（例えば、米国製トマホークなど）と見分けがつかず、誤認

による核戦争のリスクを高める 

・核抑止が必要との立場に立っても、他の既存および開発中の核戦力で十分との見解が

（米国内にも）存在する 

・通常戦力の開発や配備＝通常抑止の強化とのトレードオフ 

 

2. 核搭載艦船による日本寄港は「運用面」で必須か（米国がどのように考えているか） 

・2018 核態勢見直し（Nuclear Posture Review）7 

「核・非核両用機（DCA）とは異なり、低出力の潜水艦発射型弾道ミサイル（SLBM）

弾頭および SLCM は、抑止力を提供するにあたり、ホスト国による支援を必要と

せず、またそれに依存することもない」 

・有事に日本寄港が必要なのか。むしろ不必要に緊張や武力攻撃リスクを高める懸念 

・平時でも核巡航ミサイルが積まれたまま攻撃原潜が運用されるのか 

・補給やメンテナンスなどの実施が日本である必要性があるのか 

 

3. 核搭載船の寄港を認める「リスク」は十分に検討されているか？ 

・寄港した艦船への武力攻撃リスク 

・地域や周辺国との緊張を著しく高める 

・日米同盟に対する国内での批判が高まる 

 

4. 非核三原則をどう変えるのか？  

・2 原則化（「持ち込ませず」の完全撤廃） 

→ 核共有をはじめ、米国核の地上配備までもが政策上認められることになる 

・2.5 原則の公式化（米国の NCND 政策を尊重するとの表明など） 

 

 

N_August_2025.pdf; 核兵器をなくす日本キャンペーン「核兵器をなくす－それが日本の安全保障」2026 年 3

月５日、4 頁、https://nuclearabolitionjpn.com/wp-content/uploads/2026/02/2026NSS-proposal.pdf 

7 https://fas.org/wp-content/uploads/media/2018-Nuclear-Posture-Review-Version-2.pdf 
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目指すべき方向性 

• 東アジア版 INF（中距離核ミサイルの規制・削減）に向けた外交・対話 

 

② 核共有をめぐって 

• 「核共有」は核に関する「ハード」（物）の共有＝「可視化された再保証」 

• 「核協議」は核に関する「ソフト」（情報）の共有＝「不可視の再保証」 

• 欧州には両者があるが、日本には後者しかない 

• 直ちに核共有を導⼊する必要はないが、それをあらかじめ排除する必要もない。日本に

おける核共有の制度的課題、法的課題、運用構想等を検討すべき 

• 「海上戦力を基盤とした」日本型の核抑止協力について、中長期的な研究を⾏うべき 

 

②に関する論点 

• 核攻撃リスクや地域の緊張関係を高める 

• そもそも米国は関心があるのか？ 

• これまで自民党内で検討済8。検討が「足りない」事項は何か？ 

• 制度的・法的課題を突き詰めれば、NPT の抜け穴9をどう作るかといった検討になりう

る。NPT 体制を守り強化するとの観点からも問題がある。 

• 「海上戦力を基盤とした」核抑止の協力が何を意味するのか。原子力潜水艦を取得し、

ゆくゆくは原潜での核共有を目指しているのではという疑念を生む可能性。 

 

非核三原則「見直し」をめぐる基本的な論点については、川崎哲・浅野英男『非核三原則―

いま何が問われているのか』を参照（https://nuclearabolitionjpn.com/archives/11733） 

 
8 例えば、https://www.hiroshimapeacemedia.jp/?p=117613  

9 NPT 第１条は、非核兵器国に対する核兵器およびその管理の移譲を禁止している。 
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